
【法人の方】お客さま情報の確認にかかるＷＥＢ回答方法

＜ＷＥＢ回答の流れ＞
１．ログイン

２．お手続きにあたっての事前確認事項へのチェック

３．確認書類（履歴事項証明書または現在事項証明書）のアップロード

４．お取引目的等のご入力（以下の内容）

①法人届出情報 ②代表者情報 ③取引目的・事業内容等 ④実質的支配者情報 ⑤ご回答者情報

５．内容確認

６．受付完了

＜ご留意事項＞
・ログイン時に、お客さまＩＤ・パスワードを一定回数間違えると、ＩＤがロックされ、 ログインできなくなりますので

ご注意ください。
・ログインしてから６０分以上経過すると、自動的にログアウトされます。この場合、入力した情報は消去されます

ので、お手数をお掛けしますが、再度ログインのうえ、入力しなおしてください。

＜お問合せ＞
・何かご不明点等があれば、下記のお問合せ先までご連絡ください。

【京都銀行 お客さま情報確認専用窓口】
ＴＥＬ：０１２０－２８２－０１１ 月～金曜日 ９：００～１７：００（祝日・１２／２９～１／４等を除く）

１．ログイン

ご案内状に掲載している以下のＵＲＬまたはＱＲコードから回答専用ページにアクセスし、ログインしてください。

京都銀行ホームページ「お客さま情報の確認に関するご協力のお願い」
https://www.kyotobank.co.jp/kojin/kakunin/index.html
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ＱＲコードを読み取ると、
こちらのご回答サイトが
表示されます。

こちらをクリックし、
ログイン画面へ

https://www.kyotobank.co.jp/kojin/kakunin/index.html


ログイン画面

ご案内状に記載の「お客さまＩＤ・パスワード」を入力
してください。

お客さまＩＤは８桁の半角数字、パスワードは１０桁で
半角英数字と記号の組み合わせとなっています。

※一定回数入力を間違えると、ログインできなくなり
ますので ご注意ください。

①

②

お客さまＩＤ・パスワードを入力後、
「ログイン」ボタンを押してください。

2/12

ご案内状

＜ハガキの場合＞ ＜封書の場合＞

① ②

①
②



２．お手続きにあたっての事前確認事項へのチェック

お手続きにあたって、ご準備いただく
もの・留意事項・個人情報の取扱方
針を確認していただき、チェックボッ
クスにチェックを入れてください。

メールアドレスは、ご回答後に弊行
からの受付完了通知メールを受信い
ただくために必要です。

弊行は、個人情報の取り扱いに関する基本方針や利用
目的等の具体的な取り扱いについて「プライバシーポリ
シー」を定めております。

「プライバシーポリシー」は弊行のホームページに掲載し
ておりますので、ご確認ください（以下ＵＲＬ）。

https://www.kyotobank.co.jp/privacy/index.html

①~④のチェックボックスにすべて

チェックが入っていることをご確認い
ただき、「次へ」ボタンを押してください。

「履歴事項証明書」または「現在事項証明書」

（発行から６か月以内）の画像データのアップロード
が必要ですので、事前に画像データをご準備ください。

（ファイル形式は.JPEG、.JPG、.PNG 、.PDFの

いずれか）

※法人格のない団体（町内会、 ＰＴＡ、サークル等）
のお客さまは、画像データのアップロードは不要
です。
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①

②

③

④

https://www.kyotobank.co.jp/privacy/index.html


３．確認書類のアップロード

２枚目以降は、「追加」ボタンをクリックし
て同様にアップロードしてください。
最大５枚までアップロード可能です。
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全ての画像データをアップロード後、
「次へ」ボタンを押してください。

こちらをクリックし、フォルダ内から事前に準備した画像
を1枚ずつアップロードしてください。

※ＰＤＦにて添付する場合は、画像アップロードの
1ページ目に集約（複数頁）して1ファイルとして
アップロードしてください。

アップロードし直す場合は、「×」ボタンをクリックのうえ削
除してから、再度アップロードしてください。

「登記事項証明書」をチェックした
場合、画像のアップロード画面

（緑色の破線以降）が表示されま
すので、画像データをアップロード
してください。

法人格のない団体のお客さまは、
確認書類のアップロードは不要で
すので、こちらをチェックしていた
だき、「次へ」ボタンを押してくださ
い。

画像データのアップロードにあたり、
赤枠の留意事項をご確認ください。

添付できるファイル形式は、

.JPEG、.JPG、.PNG、.PDF  です。



４．お取引目的等のご入力（①法人届出情報）

必須項目がすべて入力されている
ことをご確認いただき、
「次へ」ボタンを押してください。
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「法人の名称」をご入力ください。

「法人の名称」欄を入力すると、フリガ
ナは自動入力されますので、入力内
容を確認のうえ、必要に応じて修正し
てください。

郵便番号を入力すると、「所在地」と
「フリガナ」欄に丁まで自動入力されま
す。

※郵便番号で検索せずに、直接住所
を入力することも可能です。

「番地・建物・部屋番号等」を入力し
てください。

「所在地」欄を入力すると、「フリガナ」
欄に自動入力されます。

番地以降のご住所のフリガナを追加
してください。
自動入力の内容も修正可能です。

電話番号が複数ある場合は、電話番
号２、３へご入力ください。

こちらに入力いただいたメールアド
レス宛に、弊行から受付完了通知
メールを自動送信いたしますので、
お間違いのないよう入力してくださ
い。

設立年月日を西暦８桁で入力してください。
（例：2001年4月1日設立の場合⇒20010401）



４．お取引目的等のご入力（②代表者情報）

「番地・建物名・部屋番号等」をこち
らに入力してください。

必須項目がすべて入力されている
ことをご確認いただき、
「次へ」ボタンを押してください。
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代表者さまの生年月日を西暦８桁で入力して
ください。
（例：1965年1月1日生まれの方⇒19650101）

法人の代表者さまの氏名を入力してください。

英字氏名のみの方は、「おなまえ」と「おなまえ
（英字）」欄に英字氏名を入力してください。

「おなまえ」欄を入力するとフリガナは自動入
力されますので、入力内容を確認のうえ、必
要に応じて修正してください。

代表者さまのご住所について、郵
便番号を入力すると、「ご住所」と
「フリガナ」欄に丁まで自動入力さ
れます。

※郵便番号で検索せずに、直接
住所を入力することも可能です。

「ご住所」欄を入力すると、「フリガ
ナ」欄に自動入力されます。

番地以降のご住所のフリガナを追
加してください。
自動入力の内容も修正可能です。

氏名のローマ字表記を「おなまえ（英字）」欄
に入力してください。

（例：京都 太郎⇒ ＫＹＯＴＯ ＴＡＲＯ）



海外拠点が「あり」の場合は、海外拠点の入力欄が表
示されますので、国名を入力してください。

４．お取引目的等のご入力（③取引目的・事業内容等）

主たる事業内容を選択してください。
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主なお取引目的を選択してください。

【選択肢】
・事業費決済
・貯蓄/資産運用
・融資
・外国為替取引
・その他

お取引目的で「その他」を選択された場合
は、お取引目的の詳細を入力してください
（６０文字以内）。

お取引目的が複数ある場合は、「追加」
をクリックし、同様に入力してください。

上記の事業内容と関連のある業種を選択し
てください。該当がない場合は、選択不要
です。

事業内容について、お取り扱い商品・サービ
ス等を具体的に入力してください（６０文字
以内）。

事業内容が複数ある場合は、「追加」を
クリックし、同様に入力してください。

上場区分について選択してください。

資本金（百万円）・従業員数（人）・年間売
上高（百万円）については、任意回答です。

海外拠点の有無を選択してください。

必須項目がすべて入力されている
ことをご確認いただき、
「次へ」ボタンを押してください。

制裁対象国とのお取引や資産の有無を選択してください。現
時点で弊行取扱上の制裁対象国は「北朝鮮」と「イラン」です。



４．お取引目的等のご入力（ ④実質的支配者情報 １／２）

実質的支配者とは

法人の議決権（株式等）のうち、２５％超を直接または間接に保有する等、法人の事業活動に支配的な影響力を有する
と認められる関係にある個人（自然人）の方をいいます。
詳細については、最終ページをご参照ください。
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法人形態を選択してください。

【選択肢】
・資本多数決法人（株式会社、有限会社等）

・資本多数決法人以外の法人（合同会社、一般社団法人等）

・上場企業・法人格を持たない団体（町内会、ＰＴＡ等）

※「上場企業・法人格を持たない団体」を選択された
場合、以下の入力は不要ですので、「次へ」ボタンを
押してください。

実質的支配者について、法人とのご関係を選択してくださ
い。

【選択肢】
・議決権２５％超（間接保有含）
・収益配当・財産分配２５％超
・出資・融資・取引等による支配
・当該法人を代表し業務執行

※「議決権２５％超（間接保有含）」または「収益配当・財産
分配２５％超」を選択した場合は、左記のとおり、
保有割合を入力してください。

※「出資・融資・取引等による支配」を選択した場合は、
以下のとおり、法人との具体的なご関係（大口債権者・
創業者・会長・その他）を入力してください。

間接保有割合が０％でも、

「０」 を 入力してください。

実質的支配者の「個人・法人区分」を選択のうえ、
おなまえ等の情報を入力してください。
（次のページへつづく）



４．お取引目的等のご入力（④実質的支配者情報 ２／２）

実質的支配者が複数おられる場合は、
「追加」をクリックし、実質的支配者１と
同様に入力してください。

【外国ＰＥＰｓ】とは以下のいずれかに該当する方です。

① 現在、外国において以下の重要な地位のいずれかにある方
A. 国家元首
B. 日本における内閣総理大臣、国務大臣（外務大臣・法務大臣等）、副大臣に相当する職
C. 日本における衆議院議長、衆議院副議長、参議院議長、参議院副議長に相当する職
D. 日本における最高裁判所の裁判官に相当する職
E. 日本における特命全権大使、特命全権公使、特派大使、政府代表、全権委員に相当する職
F. 日本における統合幕僚長、統合幕僚副長、陸上幕僚長、陸上幕僚副長、海上幕僚長、海上幕僚副長、航空幕僚長、

航空幕僚副長に相当する職
G. 中央銀行の役員
H. 予算について国会の議決を経るか、承認を受けなければならない法人（国営企業等）の役員

② 過去に①A~Hのいずれかの地位にあった方
③ ①A~H、②のいずれかに該当する方の配偶者、父母、子、兄弟姉妹、配偶者の父母、配偶者の子（配偶者には事実婚を含みます。）

必須項目がすべて入力されている
ことをご確認いただき、
「次へ」ボタンを押してください。
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実質的支配者の外国ＰＥＰｓ該当の有無
について、チェックしてください。

外国ＰＥＰｓの詳細については、下記をご
参照ください。

実質的支配者が「個人」の場合、こちらの
設問が表示されます。
外国籍の場合は、国籍を選択してください。

「生（設立）年月日」を西暦８桁で入力してください。
（例： 1962年1月1日生まれの方⇒19620101）

「ご住所」欄を入力すると、「フリガナ」欄
に自動入力されます。

番地以降のご住所のフリガナを追加して
ください。
自動入力の内容も修正可能です。

実質的支配者のご住所を入力してください。

郵便番号を入力すると、「ご住所」と「フリガ
ナ」欄に丁まで自動入力されます。

※郵便番号で検索せずに、直接住所
を入力することも可能です。

「番地・建物名・部屋番号等」をこちらに入
力してください。



４．お取引目的等のご入力（⑤ご回答者情報）

「次へ」ボタンをクリックすると、「内容確
認画面」が表示されます。

５．内容確認

内容確認画面

ご入力いただいた内容がすべて表示
されます。

内容をご確認いただき、修正する場合
は、各項目の左上にある「修正する」
ボタンをクリックして回答入力画面に
戻り、回答内容を修正してください。

入力内容をご確認いただき、問題なけ
れば、「完了」ボタンを押してください。
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ご回答者さまの所属されている部署名、
お名前、連絡先を入力してください。



６．受付完了

最後に、以下の画面が表示され、回答は完了です。

なお完了後、ご回答時に入力いただいたメールアドレス宛に「お客さま情報等確認のお手続き受付完
了のお知らせ」を送信いたしますので、ご確認をお願いします。

※当行からの電子メールのドメインは、kyotobank.co.jpです。
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こちらの受付番号は、お控えいただく必要
はございません。



法人のお客さまの「実質的支配者」確認方法

「実質的支配者」とは
法人の議決権（株式等）のうち、25％超を直接または間接に保有する等、法人の事業活動に支配的な影響力を有す
ると認められる関係にある個人（自然人）※1の方をいいます。

具体的には以下、法人の形態別に①～③の順で、該当する方が「実質的支配者」となります。

法人の形態

【資本多数決法人の場合】

株式会社、有限会社、投資法人、
特定目的会社 等

【資本多数決法人以外の法人の場合】

合名会社、合資会社、合同会社、
一般(公益)社団・財団法人、学校法人、
宗教法人、医療法人、社会福祉法人 等

①議決権の総数の25％超を直接または間接に
保有する方がいる※2 ※3。

はい ⇒ 当該個人の方※4

①法人の事業収益・事業財産の25％超の配当・
分配を受ける権利を有する方がいる※3 。

または

②出資・融資・取引その他の関係を通じて法人
の事業活動に支配的な影響力を有すると認め
られる方がいる。
（例：大口債権者、会長、創業者等）

はい ⇒ 当該個人の方※4 

②出資・融資・取引その他の関係を通じて、
法人の事業活動に支配的な影響力を有すると
認められる方がいる。
（例：大口債権者、会長、創業者等）

はい ⇒ 当該個人の方※4 

③法人を代表し、その業務を執行する方（代表取締役等）が実質的支配者となる※4 。

実質的支配者が直接または間接に25％超の議決権を保有する例

※1 実質的支配者は原則個人の方ですが、国、地方公共団体、上場企業およびその子会社等の場合は個人とみなします。
※2 間接に保有するとは、「議決権の50％超を保有する支配法人」を通じて保有していることをいいます（下記の例をご参照）。
※3 ほかに50％超の議決権または50％超の配当・分配を受ける権利を有する方がいる場合、その個人の方のみが実質的支配者に

該当します。 また、病気等により、法人を実質的に支配する意思または能力を有していない、または業務執行を行うことができない
個人の方は実質的支配者に該当しません。

※4 該当する方が複数おられる場合、その全員が実質的支配者となります。

法人Ｂ社(※)

実質的支配者Ｃ氏

法人のお客さまＡ社

①【直接保有】

20％

（50％超保有）

②【間接保有】

10％

Ｃ氏は、Ａ社の議決権20％を直接保有(①)し、
法人Ｂ社を通じて議決権10％を間接保有(②)
しています。したがって、直接保有と間接保
有を合計してＡ社の議決権を30％保有してい
ることになるため、Ｃ氏はＡ社の実質的支配
者となります。

※法人Ｂ社は、実質的支配者Ｃ氏が議決権の50％超を保有する
支配法人。もし、Ｃ氏がＢ社議決権の50％以下しか保有して
いない場合は、間接保有の10％は計算に含まれないため、
Ｃ氏はＡ社の実質的支配者には該当しません。

いいえの場合

いいえの場合 いいえの場合
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